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沓脱 誠  
1． 失われた10年と経済成長  
（1） 成長会計による分析  
（2） TFP成長率の分解とマクロの生産性  
（3） 総括  
2． 生産要素の非効率的な配分の原因  
（1） 資本配分の非効率性の原因  
（2） 労働配分の非効率性の原因  
（3） 総括  
3． 最後に  
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るのか。現在至るまで、数多くの経済論争が交わされてきた。   
本稿では中長期的に持続的な経済成長を達成するために何が必要であるのかについて、90年代  
のパフォーマンスに対する分析に重点を置きながら論じてゆく。   
あらかじめ、本稿の内容を要約すると以下のとおりである。  
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生産人口一人当たりの成長会計  表1   
要 素  
TFP   資本寄与度 過当たり 雇用率  
労働時間  
期間  成長率  
6．5％  2．3％  －0．8％  －0．7％   
0．8（払  2．15％  －0．4％  －0．3％   
3．7％  0．2（‰  －0．5％  0．1％   
0．3（免  1．4％  －0．9％  －0．4％   
1！垢仇1ダ乃  7．2％   
1卯3－1瑛B  2．2％   
1甥B－1！衿1 3．6（賂   
1991－2000  0．5％  























対して、どれほどの影響を与えたのかについて分析をおこなっているo Hay血i加d托由C叫2∝功が  
労働供給や生産性要因を重視していたのに対して、資本設備の稼働率を考慮する事で、需要側の要因  
も含めた考察をおこなっている。  











Aた AA        史 
≡α＿．＿  
γ   た A  
（2－1）  
なお、  
AA A吼∈迫  
】■■  
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また、（2－1）式と（2－2）式より  
α竺・皇迅壷＝α真吾告真吾欝＋蓋号吼       た 吼 
α。  
左辺の第1項と右辺の第1項は同等であるから次の式が導かれる。  
＝蓋吾欝・蓋号蝿  （2j）  





労働生産性伸   
期間  び率  
1潟1－1！格5  2．79  
1鴇6－1！汐0  4．67  
1！扮1－1労5  2．12  
1粗1卿  2．09  
























ンデイングを行っている。   
それでは、なぜl賃和年代に入り、生産要素の再配分効果が低下したのであろうかo L鳳m【1媚2】は  
労働の再配分指標を計測するために以下のような指標を作成した0  
1  


































































表3 TFP成長率の要因分解  
期間   マクロの  参入・退出効果  存続企業TI甲変再配分効果  
m成長率 （第1項）  化率（第2項）  （第3、4項）  
1男4－1労5  0．8‘払  3．1％  4・7（弘  一7・0％  
1労il労6  8．7‘払  2．6（‰  6・4（‰  孤3％  
1璧格－1卵7  0．7％  －2・9％  －1・5（洛  5・1％  
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債権問題に着目しどのようなルートを通じて資本の配分の非効率性をもたらすのかについて論じる。   



































図1 「追い貸しj のメカニズム  
（Rp、Bp）  






























可能であるため、ますます経営者にたいして「追い貸し」の誘因を与えることを論じている6。   
いくつかの仮説が提示されているが、「追い貸し」は果たして行われたのであろうか。「追い貸し」  
という現象自体、指摘されてそれほど間もないため、近年の日本軽済における「追い貸し」の実証研  































図2 MZ＋CDと銀行貸出  
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表4 失業給付金支給額 （60歳未満）  
離職前の日額   離職後の支給割合   
2120円未満   1696円   
4180円未満   8割   
4181円以上12130円未満   8割～5割   
12131円以上   5割   
（出所）厚生労働省  





















市場に出るインセンティプを働きにくくしていたといえる。   
以上の公的制度やこれまでの日本的雇用システムの持続という背景から、転職や人材再教育を円滑  
にするための外部の労働市場の発達は立ち後れてきただけではなく、開業率は依然として低いため、  
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図5 正規社員と非正規社員の推移  
199t＝9別1992199≡‖99ヰ1995199819耶199819992ロ0ロ2ロOl（年）  
（替科〉蛤鶉省ー労働力調査持月脚査Jから作成．  
（出）今後の展望   
これまで、日本における労働配分の非効率性の理由を労働市場の硬直性に求め、その労働市場の硬  
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（3）総括   
これまでTFP成長率の低下をもたらしている要因である生産要素の非効率的な配分の原因につい  










3．最後に   
これまで、「失われた10年」について、停滞となったその要因について論じたが、本章ではより  

























急激に変化させようとするべきでもない。   
それでは、今後、日本の経済システムはどのような方向性に向かって進んでいくのであろうか。   
制度の変化は、様々な分野における制度変化の相互作用によって生成していくため、その線路は  
複雑であり予想することは困難である。しかしながら、生産要素の効率的な再配分を促す事は今後の  





不動産や売掛債権の流動化といった直接金融手法の広がりや、倒産法制の充実にともなう DIPファ  
イナンスの促進や不良債権処理を迅速化させる為の企業再生ファンドの創設といった新たなビジネス  
モデルの発達など、これらの変化は資渡の効率的な配分に資するものであるといえよう。   
このように、金融面が大きく変わってきており、コーポレートガバナンスの形態も資本市場を意  
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